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を足したもの)の割合は, 1986 年の 75.1％から, 
2017 年の 86.4％と増加している（図 1）. 一方, 三











は, 1986 年 15,525 千世帯から 2017 年の 14,891 千
世帯と横ばいになっていたが，「ひとり親と未婚の子
のみの世帯」は, 1986 年の 1908 千世帯から 2017 年











究室 (2010)によると, ①東京駅から 40km 圏内の市
区町村と, ②東京駅から 40km 圏，大阪駅から 30km
圏、名古屋駅から 20 ㎞圏を除く, 中核市，特例市，
人口 120 万人以下の政令指定都市（旭川市，佐世保




る」, 「2 人ぐらいはいる」, 「1 人はいる」, 「1
人もいない」の 4 択のうち，①の地域の回答者のう
ち全体の 18.1％が, ②の地域の回答者では 21.6％


















べ, 約 1.9 倍となっている. これは, 労働力調査特






厚生労働省(2018b)によると, 2011 年では 212 万人
程度であった保育所等の利用児童数が, 2018 年では
261万人まで増えた. 子どもの人数自体は少子化の 
中 0～9歳が 2011 年では 1,099 万人（総務省, 2011） 
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ひとり親と未 婚 の 子のみの世帯














3人以上いる 2人くらいはいる 1人はいる 1人もいない
図2 お子さまの事を気にかけてこえをかけてくれる人の割合
※ベネッセ次世代育成研究室(2010), 第4回 首都圏・都市部ごとにみる乳幼児の子育てレポートより
※内閣府(2001)「第 2 回 青少年の生活と意識に関する基本調査」, 内閣府(2007)「低年齢少年の生活と意識に関する調査」より
表 1 平日の父親・母親と小学生以降の子ども(9～14 歳)のふれあい時間の推移
（千世帯）
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ものになるだろう． たとえば, 首都圏に住む 0 歳か














 次に, 子どもの生活環境, 中でも子どもを取り巻 
く人的資源に着目する．血縁，地縁的な子育ての環 












質問に対して「母親」という回答が 1995 年の 55.1％
から,  2015 年では 86.0％と増加した. 「きょうだ
い」という回答は, 60.3％(1995 年)から, 49.3％












④学校の友だち 学校以外の友だち, ⑤一人でいる, 
⑥無回答の選択肢のうち一択式で質問したところ, 
「家族」が 43.7％で 1 位,「学校の友だち」が 30.5％
となっていた. ここで「家族」の解釈として東京都
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かもしれない (表 1). 平日における子ども(9～14
歳)とのふれあい時間を 2000年と 2005年で比較する
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※内閣府(2018 c), 平成30年版 高齢社会白書 より













とても重要だと思う やや重要だと思う どちらとも言えない あまり重要で無いと思う まったく重要でないと思う わからない
図6 60代, 70代男女の「子育てする人にとっての地域の支えの重要性」









ても重要だと思う」と応えた割合が, 男性の 60 代で







と,男性において 2001 年に 69.40 歳だったのが, 
2007 年に 70.33 歳と 70 歳を超え, 2016 年は 72.14











































































あうこと, ⑩野外で遊ぶこと, ⑪友だちと一緒に遊 
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していくことにする. まず, 仮説 1は, 「親にとっ
て, メンターとなりうる高齢者との関係性を構築す
ることが，子どもへの関わりの質を向上させる契機
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Tendency of Turnout and political Awareness of Younger Voters before and after the Lowering 
of the Voting Age
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Ⅰ．はじめに 




る全国平均の投票率は、18 歳が 51.28％、19 歳が
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